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第18章 規格の国際市場性

本資料は，経済産業省委託事業で
ある「平成19年度基準認証研究開発
事業（標準化に関する研修・教育プロ
グラムの開発）」の成果である。
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1 WTO/TBT協定発効に伴い国際規格に要求されるようになった

“国際市場性”の概念を理解する。

2 ISO及びIECは“国際市場性”の確保のため，どのような取り組みをしているか学習す

る。

3 国際規格が“国際市場性”を確保するためには，地域規格や国家規格との連携も

重要である。本章では，特にISO及びIECは欧州の地域規格や国家規格とどのよう

な協力関係を築いているかを学習する。

学習のねらい ・・・・・ 第18章 規格の国際市場性
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1 規格の国際市場性（Global Relevance)

2 WTO/TBT協定

3 ISOの国際市場性への取り組み状況

4 IECの国際市場性への取り組み状況

5 ISO戦略 2005-2010

6 規格と発行機関

7 ウイーン協定及び ドレスデン協定

まとめ

演習問題 （A・B）

参考資料

目 次 ・・・・・ 第18章 規格の国際市場性
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◆解 説

規格の国際市場性（Global Relevance)とは，国際規格が可能な限り幅広い市場・地域で使用されるため，国際規格
は原則同一の内容を追求しつつも，一定の特別の状況の基では，内容の相違を認める概念である。

この概念が導入された背景は，WTO/TBT発効に伴う国際規格の国際市場性を確保するために生まれた概念であ
る。これが導入されたことによって，国際規格をどのようにの普及させるかがが問題になっている。

ISO規格の中には欧米人の体格を基に作成された規格などがあり，これらは，欧米人と比較し一般的に小柄な東
南アジアの人には適切でなかった。このような特定地域でしか使用できない規格が国際規格として認められていた例
もあった。TBT協定の発効，特にその後の改正を受け，ISO ，IECなどの国際標準化機関は，自身が開発・採用・出
版する国際規格が国際市場性を持つことを，要請されるようになった。

ISO及びIECでは，国際市場性をもつ規格を作成するための様々な施策を検討し，実施方針を決めている。

ISO及びIECにおいて，各TC/SC関係者等へのこの概念の普及を促進するための広報活動を行うことが課題と
なっている。

◆参考資料

１） 経済産業省基準認証国際室，標準化に関する最近の国際的な動向について，2004年12月8日

規格の国際市場性 4

1 規格の国際市場性（Global Relevance)

背景 ： ① WTO/TBTにおける国際市場性確保

② 国際規格普及の問題

動向 ： ① ISO

2004年，ISO/TMBにて実施文書承認

② IEC

2002年，IEC/CBにて具体的実施方針承認

EDR（Essential Difference in Requirements）試行

課題 ： 各TC/SC関係者等への概念の普及促進

概要 ： 国際規格が可能な限り幅広い市場・地域で使用されるため，国際規格は

原則同一の内容を追求しつつも，一定の特別の状況の基では，内容の相違を認

める概念
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◆解 説

TBT協定上，国内規格策定には国際規格（例：ISO規格）を基礎とすることが定められている（2.4条等）。これは，各
国の国内規格を調和して，貿易障害を削減するための方法であり，合理的ではあるが，他方，基礎となる国際規格
が技術的に古い，特定地域のみを反映している等不適切な場合，我が国は本来支払う必要のないコスト（規格適合，
市場損失等）を負担させられる可能性もある。

ここに紹介するのは，ねじ込み式鉄管継手分野に関するものである。

欧州規格を反映したISO規格の市場占有率 （2000年頃） は27%（重量ベース）にすぎないにも関わらず，TBT協定
を根拠として，ISO規格をベースとした国内規格を日本等も策定すべきと主張する国（欧州）が出てくる可能性があっ
た。既存の製品にかかわる規格は，その製品の市場の実態と直結したものであり，規格の内容変更は，市場に大き
な混乱をもたらすものである。

このため，不適切な標準に基づく市場戦略の可能性を極小化し。我が国の通商上の利益を守る必要がある。

◆参考資料

１） 経済産業省：WTO/TBT協定（貿易の技術的障害に関する）協定 第2回「３年見直し」結果について（別添１），
（ http://www.meti.go.jp/kohosys/press/0001096/）

規格の国際市場性 5

事例 ： ねじ込み式鉄管継手分野の規格と市場占有率（２０００年頃）

欧州規格
27 %

ASME
28%

(米国)

ＪＩＳ
44%

（アジア各国等）

欧州規格が
ISO規格に

×
× TBT 2.4条等

国際規格使用義務

[出所：経済産業省：WTO/TBT協定第2回「3年見直し結果について」]

2 WTO/TBT協定 ①
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2 WTO/TBT協定 ②

（１） TBT（貿易の技術的障害に関する）協定

各国の基準認証制度が不必要な貿易障害とならないことを目的

① 国際規格を基礎とした制度

② 透明性確保の措置

（２） TBT協定の問題点

世界市場の実態，技術的進展の実態を反映しない規格が国際規格として作成・維持される

ケースがある。このため，

・国際規格作成プロセスの透明性，開放性，公平性等の確保

・国際規格に関する市場適合性の確保，が必要

（３） TBT協定第２回３年見直し結果（2000年11月）

① 「国際規格作成プロセスに関する原則」の委員会決定，採択

“協定下での国際規格の概念の明確化及び強化する。”

② 適切でない国際規格に対する柔軟性の付与

◆解 説

TBT協定は，各国の異なる基準認証制度 [強制法規，任意規格（例：JIS）等 ]が，不必要な貿易障壁とならないよう，

①各国の強制法規，任意規格の作成にあたっては，国際規格が存在する場合には，それを基礎とすること，

②透明性確保の観点から，各国の強制法規当局，任意規格作成団体に対して，規格内容等をWTO事務局に通報
すること等を義務付けている。

WTO/TBT協手の第２回 「３年見直し」 においては，我が国は，国際規格作成プロセス （ISO等の規格作成プロセ
ス） に対する我が国産業界の懸念 [投票数の多い特定地域（欧州）の関心が反映され，世界市場の実態，技術的進
展の実態を反映しない規格が国際規格として作成・維持されるケースがあること] を踏まえて，

①国際規格作成プロセス （含むウィーン協定等に基づく地域標準化機関による国際規格原案作成の場合も含む）
における透明性，開放性，公平性等の確保，

②国際規格に関する市場適合性 （世界市場の実態，技術進展の実態を反映し，市場における競争，技術革新を歪
めないこと） の確保等を我が国として主張してきた。

結果として，第２回３年見直し報告書の付属書として採択された，「国際規格作成プロセスに関する諸原則」 におい
て，我が国より提案していた，上記①，②の概念が，米国，カナダ等アジア太平洋地域の先進国及び一部途上国の
積極的な支持を受けて，広く反映されることとなった。

◆参考資料

１） 経済産業省：WTO/TBT貿易の技術的障壁に関する）協定第２回「３年見直し」結果について
（http://www.jisc.go.jp/newstopics/2000/tbt-rev.htm）
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（１） 国際規格作成プロセス

（２） 国際規格の性格

① 規制・市場ニーズ及び科学・技術上の進展に，対応するもの。

② 世界市場を歪めるものでない，又，イノベーション及び技術進展を止めるものでな

いこと，

③ 特定の国・地域の特性又は要件を優先したものでないこと。

（３） この原則の敷延 （例，ウィーン協定，など）

（４） 競合する国際規格作成の回避

等公平性開放性透 明 性

第２回３年見直し結果－「国際規格作成プロセスに関する原則」の要点

2 WTO/TBT協定 ③

◆解 説

TBT協定の下での国際規格の概念を明確化，強化するとの観点から，透明性，開放性，公平性，適合性，一貫性，
途上国への配慮等の要素を内容とする 「国際規格作成プロセスに関する原則」（Annex４） が委員会決定として採択
された。

(1) 国際規格作成プロセス

国際規格作成プロセスにおいて，①透明性（例：文書の開示），②開放性（例：自由な参加），③公平性（例：多様な
意見の考慮）等を求めていくことが合意された

(2) 国際規格の性格

①規制及び市場のニーズ，並びに様々な国における科学及び技術上の進展に，適合的かつ効果的に応えていく必
要があること，

②世界市場を歪めるべきでなく，公正な競争に悪影響を及ぼすべきでなく，又，イノベーション及び技術進展を止め
るものであってはならないこと，

③他の国又は地域に，ニーズ又は関心がある場合に，特定の国又は地域の特性又は要件を優先したものであって
はならないこと，等が合意された。

(3) この原則の敷延

透明性，開放性，公平性等の諸原則は，ウィーン協定等，「国際標準化機関から，地域標準化機関を含む他の関
係機関に，協定又は契約に基づいて，国際規格作成の一部又は技術的作業が委任された」 場合にも遵守されるべ
きである，とされた。

(4) 競合する国際規格の作成の回避

国際標準化機関間の作業の重複を避けること，そのため，協力と調整が必要であることが規定された。

また，適切なプロセスを経ても，適切でない国際規格が作成される場合がありうること，その場合には，TBT協定は，
加盟国に対して柔軟性を提供していることが確認された。

◆参考資料

１） 通商産業省：TBT協定第２回3年見直し結果について，2000年11月18日

http://www.meti.go.jp/kohosys/press/0001096/
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「国際市場性に関する最終文書」の回付

・政策・原則声明文：ISOの技術業務と規格の国際市場性

国際市場性とは，「世界の市場で関係産業及び関連する利害関係者によって可
能な限り広く使われるためにISO規格に求められる要件 」
(the required characteristic of an International Standard that it can be 
used/implemented as broadly as possible by affected industries and other  
stakeholders around the world) と定義。

・ISO/TMB適用指針：ISO専門業務と規格類の国際市場性

国際市場性に関する
文書発行

（2004年9月）

→国際市場性
タスクホース設置，検討

（2003年～）

→WTO/TBT協定
第2回3年見直し

（2000年）

3 ISO の国際市場性への取り組み状況 ①

◆解 説

WTO/TBT協定第２回３年見直し（2000年） の中で，透明性，場適合性等の国際規格開発に関する諸原則がしめさ
れたことを背景として，ISO内での国際市場性 （Global Relevance） についての議論が活発化した。

ISOは，2002年4月の理事会で，TMBの下に国際市場性タスクホースを設置し，ISO規格の国際市場性について検
討することを決定。これを受け，2003年2月のTMB会合において，国際市場性の原則（政策綱領）に関する決議がな
された。

その後，2003年9月のTMB会合において，本政策綱領のガイダンスについての合意がなされ，単一解を追求しつつ，
既存の正当性な市場の相違に適合する選択肢を採用できること，性能規格を追求すべきことが明記された。

続く9月17日の総会では，TMBの本成果が評価されるとともに，TC/SCへの浸透による着実な実行が重要であるとさ
れ，実施文書を作成することとなった。

そして2004年9月3日付けで，国際規格の市場性に関する，「政策原則声明」 及び 「Q&Aによる運用指針と本質的
差異（Essential Differences）のISO規格への適用」 が回付された。

この中で，国際市場性とは，「世界の市場で関係産業及び関連する利害関係者によって可能な限り広く使われるた
めにISO規格に求められる要件 (the required characteristic of an International Standard that it can be 
used/implemented as broadly as possible by affected industries and other  stakeholders around the world)」 と定義さ
れている。

この文書の中で規定されている国際規格作成の原則は6項目あるが，その内容を，次のスライドで説明する。

◆参考資料

1) 日本規格協会： JISハンドブック，国際標準化 2005，p228，「国際標準化の動向」

2)  ISO/TMB 政策・原則声明文，ISOの技術業務と規格の国際市場性，2004-07-26

3) ISO/TMB適用指針，ISO専門業務と規格類の国際市場性，2004-07-26
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政策・原則声明文に定められた国際規格（IS）作成の原則

１） ISO規格の地位と意義は尊重されるべき

２） ISO規格の開発への参加と意義の明確化

３） 記述的規格よりも性能規格の優先

４） ISは進化の過程を通ることができる

５） WTO/TBT協定の本質的差異のISへの取り入れ

６） 個々の規格の国際市場性に影響する要因の把握

3 ISO の国際市場性への取り組み状況 ②

◆解 説

1)  ISO規格の地位と意義は尊重されるべき

国際規格（ IS）は国際市場性の定義を尊重し，可能なかぎり唯一の国際的な結論を表すべきである。唯一の結論
にまとめられない場合は，選択肢を設けてよい。

ISO規格の開発への参加と意義の明確化

委員会はプロジェクト開始に当たり，次を確認する。

・全ての規定について，唯一の国際的解決策がある国際市場性ISが可能か；

・既存の正当な市場の相違に対応する選択肢を規定するISが可能か；または

・国際市場性ISの策定は不可能な場合には，策定作業を行わない。

3)  記述的規格よりも性能規格の優先

性能規定（performance standard）は更なる技術革新に最大の自由度を与えるが，記述的規定（prescriptive 
standard ）は，技術革新の自由度が最も制約される。

4) ISは進化の過程を通ることができる

既存の，正当な市場の相違がある場合には，全ての規定で唯一の結論に達しているISを，後年に発行することを
究極の目的としながら，ISは進化の過程を通ることができる。

5) WTO/TBT協定の本質的差異のISへの取り入れ

WTO/TBT協定附属書3にそった本質的差異（Essential differences )をISに取り入れる場合は，特別の規則に従っ
て行う。

6) 個々の規格の国際市場性に影響する要因の把握

委員会は，個々の規格の国際市場性に影響する全ての要因を把握して初めて，策定するISO規格の国際市場性
を確保できる。

◆参考資料

1) ISO/TMB政策・原則声明文，ISOの技術業務と規格の国際市場性，2004-07-26
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IECは，タスクホースでの検討結果をふまえ，指針を決定（2002年11月）

１）世界市場の主要な分野におけるニーズへの対応

厳密に特定された場合には，次の何れかに基づく複数の要求事項（EDR）

を一つの規格の中で規定として組み入れてもよい。

a)技術インフラにおける相違（電圧，周波数等）

b)気候条件の相違
これ以外の特質は，TC/SCで検討

２）主要分野以外の有益な相違の情報は，参考付属書として記載可

３）法・規制的要求事項の相違は，参考付属書とする。

４）複数国の事情規定（in some countries条項）は適用可能だが，2年後に見直す。

IEC規格における EDR（Essential Differences in Requirements)の実施

措置：2003年10月から２年間の試行を開始としたが，期限はさらに１年延長。

4 IECの国際市場性への取り組み状況

◆解 説

IECは2000年9月のIEC総会でマスタープラン2000を承認した。この中でIECが特定地域を偏重しているという認識
を是正するためにも，自らは適切で，偏重のない世界の中心として活動することを推進することとしている。

また，WTO/TBT委員会は，2000年11月に第2回3年見直しの報告書を出したがこの報告

の付属書で，国際規格開発の原則をまとめ，その「公平性と合意」の項目の中で，特定企業・国・地域への優遇を与
えてはならないこととしている。

これらの動向を受けた形で，市場適合性の改善のため気候条件・技術インフラ等を反映した相違（essential 
difference）を規格に明記するというGRTF (Global Relevance Task Force)勧告が2001年2月に評議会（CB）で合意さ
れた。

その後，本政策の具体的実施方法について標準管理評議会及びCBで検討され，2002年10月のCB会議でその方
針が承認され，1年間の実施方針の周知期間を経て2003年10月から本実施方針の試行が始まった。実施内容は，
記載のとおりである。

なお，その後，試行期間は，2006年10月まで延長されている）。

◆参考資料

1) 日本規格協会：JISハンドブック，国際標準化 2005，p217 IEC Masterplan 2000,

2) IEC/AC/135/2002：規格中の essential differences in requirements，2002,12.13

3) 経済産業省：「国際標準化を巡る最近の動向」，2005年9月27日
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2010年に向けたISOの世界的将来像

5 ISO戦略 2005-2010

技術と優れた実行の
世界的な普及

品質，安全性，安全保障，
環境及び消費者の保護，

天然資源の合理的利用の促進

世界的貿易の
促進

ISO規格は，以下を支援し，経済的・社会的発展に寄与

2010年に向けた七つのポイント
－期待される結果とそれらを達成するための行動

１）首尾一貫し，多様な分野にわたる国際市場性のある国際規格の開発

２）利害間易者の関与の促進

３）発展途上国の自覚と能力の向上

４）国際規格の効果的か開発のための開かれたパートナーシップ

５）強制法規の補助又は代替としての任意規格の利用の推進

６）適合性評価に関する国際規格とガイドの提供者としての認知

７）全範囲での一連の規格類開発のための，効果的なツールと手続きの提供

◆解 説

ISOは，これまで逐次3か年計画を策定してきたが，中長期的な観点から5か年計画を策定，国際規格の一層の普
及をめざしている。

ISO戦略2005-2010では，2010年に向けたISOの将来像を「貿易取引の円滑化」，「品質，安全，安全保障，環境及
び消費者保護，さらに合理的な利用の促進」，「技術と優れた実施手段の世界での普及」を通じて，経済的・社会的
発展に寄与することとしている。その将来像に向けて，ここに記載した七つのポイントを掲げている。 この中で，国際
市場性ある規格の開発が，先ず一番に取り上げられており，この項目について解説する。

結果：

物やサービスの世界貿易，国境をまたぐインフラスツラクチャーとその取引，さらには新しい技術，新しいビジネス手
法，優れたマネージメント及び適合性評価の実践を広めるという点で，国際規格の策定というISOの付加価値を，産
業界，公的機関，消費者及びそのほかの利害関係者が認識し，信頼する。

行動：

率先して市場の要求を明らかにし，新しい業務分野を開拓するため，ISOの規格策定手続きと政策の有効性を増大
し監視する。

b) 個別分野，複数にまたがる分野及び横断的課題に対応するため，専門組織の構造の最適化を図る。

c) ISO規格が可能な限り幅広く利用されるために，国際市場性に関するISO方針の実施促進を促進し，監視する。

d) 国際規格の品質，適時性及び普及強化の観点で，国際規格の出版や開発に関するISO言語方針を見直す。

◆参考資料

１） 日本規格協会：JISハンドブック，国際標準化 2005，p224，ISO戦略 2005年－2010年



12

付録C-18

規格の国際市場性 12

6 規格と発行機関

国家規格

地域規格

国際規格

CENELEC
欧州電気標準化委員会

CEN
欧州標準化委員会

ドレスデン協定（1996年）ウィーン協定(1991年）

IEC

国際電気標準会議

ISO

国際標準化機構

JIS

日本工業規格

NF

フランス

BSI

イギリス

DIN

ドイツ

ANSI

アメリカ

定期会議開催

整合を図る 1996年～1997年～

EN

◆解 説

国際規格を国際市場性あらしめるためには，他地域・他国の標準化機関との連携が必要である。

ISO及びIECは，それぞれCEN（欧州標準化委員会）及びCENELEC（欧州電気標準会議）と規格作成における協
力のための協定を締結している。

我が国は，次に示すように，地域機関などと定期的に会合し標準化に関する情報交換を行っている。

(1) PASC （太平洋地域標準会議） への参加

1992年に米国が太平洋沿岸地域内の工業標準化を推進し，ISO/IECなどの国際標準化機関に対する共通意
見の形成を行う必要性を訴えて，地域協力機関の設立を豪州，カナダ，日本等に働きかけた結果， PASC は設立が
決定，１９７３年に第１回会合が開催された。ＰＡＳＣは各国の国家標準化機関より構成され，現在，我が国を含め２１
の太平洋地域諸国がメンバーである。

(2) 日欧間の定期的標準化に関する定期的情報交換

・JISC－CEN 1997年から開催。

・JISC－CENELEC 1996年から開催

(3) 二国間協議

次の国々と定期的に会合し，標準化，適合性評価政策に関する意見交換及び個別分野の活動に関しての協力
関係の確認などを行っている。

・日米標準化協議 1997年4月に，標準化及び国際標準化における日米協力の重要性を踏まえ，日米標準化協議
を行うことが閣僚レベルで合意され，同年5月に第１回会合を開催して以降，会合を実施している。

・日EU基準認証WG １995年以来，標準化及び国際標準化における日EU協力の重要性を踏まえ，日EU基準認証
ＷＧを実施している。

・日韓標準化協議 1997年以来，標準化及び国際標準化における日韓協力の重要性を踏まえ，日韓標準化会合を
実施している。

・日中標準化協議 1997年6月以来，標準化及び国際標準化における日中協力の重要性を踏まえ，日中標準化会
合を実施している。

◆参考資料

１） JISC ； PASC及び二国間協議 （ （http://www.jisc.go.jp/cooperation/pasc.html） ）



13

付録C-18

規格の国際市場性 13

ISO とCENとの間における技術協力協定（1991年締結）

１）適用対象：ISO/CEN双方が本協定を適用することを合意した規格開発プロセス

２）目的

－ CENにおける規格開発プロセス：透明化促進，非欧州諸国の参加機会確保

－ ISO及びCENの重複作業回避によるリソースの効率的配分

－ 規格の作成・発行・メンテナンスの迅速化

３）協定の概要

－ 規格開発に先立ち，本協定を適用するか否か，ISO/CEN双方合意に基づき決定。

－ 規格開発作業をISO又はCENどちらにて行うかを，双方の合意に基づき決定

－ ISOで作成された規格原案は，CENとの並行投票にかけられる

－ CENで作成された規格原案は，ISOとの並行投票にかけられる

４）協定の問題点

7 ウイーン協定及びドレスデン協定 ① ウイーン協定

◆解 説

欧州統合の流れの中，CEN及びCENELECは共に欧州の規格統一を進めており，いかに多くの欧州規格（EN）を
短期間で制定するかが課題であった。このため，既存のISO/IEC規格をENに採用するとともに，規格開発プロセスに
おける作業の重複を避け，規格開発の効率化を図るという観点から，

CENは，ISOと1991年にウィーン協定（ ISO とCENとの間における技術協力協定），

CENELECは，IECと1996年のドレスデン協定（新業務及び平行投票の共同立案に関するIEC-CENELEC協定書）

を締結した。

ウィーン協定の適用対象，目的及び概要は，スライドに記載のとおりである。

ただし，我が国からみて，この協定には次のような問題点があり，次スライドでも説明するが，協定の改正に積極的
にとり組んだ。

ウィーン協定の問題点

・CENが規格策定を行う場合，CENがISOにDIS投票にかけるまで我が国は規格開発プロセスに関与することができ
ない。

・DIS段階では大幅な規格内容の変更は困難であり，まずはISOでの審議を優先する必要がある。また，CENでの審
議となった場合でもわが国が意見を述べていく機会を確保する必要がある。

◆参考資料

1)  JISC：ウィーン協定改訂の提案について （http://www.jisc.go.jp/newstopics/2000/tp_viena.htm#vienna）
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情報に関する
透明性の不足

作成過程への参加確保
公開性の不十分

メンバー取扱の
公平性の不足

（１） CEN による規格策定時における問題点

（２） ISO 及び CEN との協議（2000年9月）

・ CEN 審議案件にかかるオブザーバー参加者の増員（２→４名）

・ ISO 及び CEN の作業分担においては，ISO がイニシアティブをもつ

（３） ISO 及び CEN による，協定改定及び共同文書の発行

・ISO 及び CEN の間の技術協力に関する協定（改訂版，2001年12月）

・ウィーン協定のFAQ（2004年3月）

・ISO 及び CEN の間の技術協力に関する協定を実施するためのガイドライン
（改訂，2004年5月）

7 ウイーン協定及びドレスデン協定 ② ウイーン協定の改訂

◆解 説

ISO 規格が国際市場のニーズを的確に反映し，世界で使用されるものとなるためには，その作成過程
（ development process）において，世界の利害が適切に反映されるようになっていることが必要である。そのメルク
マールとして，規格作成プロセスに，どのような検討が行われているのかという情報に関する透明性，技術的な検討
過程も含めた作成過程への参加確保という公開性，さらにはこれらの情報提供及び参加におけるメンバーの取り扱
いの公平性が挙げられる。

ウィーン協定には，上記の問題点があるとし，我が国ほかは，必要に応じウィーン協定そのものや，実施ガイドライ
ンの改訂などをISOに提案した。これを受けISOは，CENとの協議を行い（2000年9月），いくつかの点で改善が図られ
ることとなった。

ウィーン協定の10年の活動経験を経て，協定の必要性がISOとCENによって確認され，改訂された。

現行版は，旧版の原則を守りつつ簡略化された協定になっている。すべての関連した最新の運用上及びプロセス
上の細目は，「 ISOとCENの間の技術協力に関する協定を実施するためのガイドライン」 の新版にまとめられている。

また，ウィーン協定についてのＱ＆Ａも発行されている。

◆参考資料

１）JISC：ウィーン協定改訂の提案について

（http://www.jisc.go.jp/newstopics/2000/tp_viena.htm#vienna）

2) AGREEMENT ON TECHNICAL CO-OPERATION BETWEEN ISO AND CEN, 2001

3) Guidelines for TC/SC Chairman and Secretariats for implementation of the Agreement on technical cooperation 
between ISO and CE (Vienna Agreement)

4) VIENNA AGREEMENT FREQUENTLY ASKED QUESTIONS, 20044



15

付録C-18

規格の国際市場性 15

１）適用対象：CENELEC 起源の規格作成プロセスすべて

２）目的

－ 国際規格の発行及び共通的採択の促進
－ リソースの合理的な活用
－ 市場の要求に応えるための規格作成プロセスの迅速化

３）協定の概要

－ 規格開発を行うか否かの決定権限は，IEC が優先的にもつ

－ IEC で作成された規格原案は，CENELEC との並行投票にかけられる

－ CENELECで作成された規格原案は，IEC との並行投票にかけられる

新業務及び平行投票の共同立案に関するIEC ／CENELEC協定書（1996年）

7 ウイーン協定及びドレスデン協定 ③ ドレスデン協定

◆解 説

ドレスデン協定の，適用対象，目的及び概要は，スライドに記載のとおりである。

◆参考資料

1) 新業務及び並行投票の共同立案に関する ＩＥＣ／ＣＥＮＥＬＥＣ 協定書，1996年9月
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1 “規格の国際市場性”の概念が生まれた背景には WTO/TBTの発効がある。

2 国際規格に「国際市場性」を求めるのは，それが可能な限り利害関係者によって広く

使用されるようにするためである。

3 このためISO 及び IECは 「規格の国際市場性」を確保するための，規格策定指針を

作成している。

4 ISO 及び IECは，欧州標準化機関（CEN 及び CENELEC）と協力を行っているが，

ウィーン協定の内容には，非欧州国からみて問題視すべき点もある。

ま と め ・・・・・ 第18章 規格の国際市場性
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1 “規格の国際市場性”とはどのような概念か。説明しなさい。

2 “規格の国際市場性”の概念が生まれた背景を説明しなさい。

3 国際規格作成プロセスで重要な三つの要素とは何か。説明しなさい。

4 IEC規格策定上認められている EDR にはどのようなものがあるか。説明しなさい。

5 「ISO戦略2005-2010」の内容はどのようなものか。簡潔に説明しなさい。

演習問題 A ・・・・・ 第18章 規格の国際市場性

◆解 説

・演習問題

問題Aの回答例

問題 1: 「規格の国際市場性」の概念が生まれた背景は何か

国際規格が可能な限り幅広い市場・地域で使用されるため，国際規格は原則同一の内容を追求しつつも，一定の
特別の状況の基では，内容の相違を認める概念である。

ISOは，世界の市場で関係産業及び関連する利害関係者によって可能な限り広く使われるためにISO規格に求め
られる要件 ，とも定義している。

問題 2 ： 「規格の国際市場性」の概念が生まれた背景は何か

この概念が導入された背景は，WTO/TBT発効に伴う国際規格の国際市場性を確保するために生まれた概念であ
る。

問題 3 : 国際規格作成プロセスで重要な三つの要素とは何か

①透明性（例：文書の開示），②開放性（例：自由な参加）及び③公平性（例：多様な意見の考慮）

問題 4 : IEC規格策定上認められているEDRにはどのようなものがあるか。

a) 技術インフラにおける相違（電圧，周波数等）

b) 気候条件の相違

問題 5：「ISO戦略2005-2010」の内容はどのようなものか。

2010年に向けたISOの将来像を「貿易取引の円滑化」，「品質，安全，安全保障，環境及び消費者保護，さらに合理
的な利用の促進」，「技術と優れた実施手段の世界での普及」を通じて，経済的・社会的発展に寄与することとし
ている。その将来像に向けて，七つのポイントを掲げている。 この中で，国際市場性ある規格の開発が，先ず一
番に取り上げられてる。
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1 国際市場性を満たした規格とはどのような性格の規格であるか。

2 ISO 及び IECは国際市場性をもつ国際規格の作成に向けてどのように取り組んでい

るか。

3 我が国は国際市場性をもつ国際規格の作成に向けてどのように取り組んでいるか。

4 ウィーン協定は1991年に発効し，その後改定されてはいるが，我が国からみたこの

協定の問題点は何か。

5 IECが2003年10月から開始した「IEC規格おけるEDRの実施」の試行は，現在どのよ

うになっているか。

演習問題 B ・・・・・ 第18章 規格の国際市場性
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1) WTO資料
・ TBT協定（1995年）及びTBT協定第２回３年見直し報告書

2) ISO資料： ホームページ（www.iso.ch/），ほか
・政策・原則声明文：ISOの技術業務と規格の国際市場性（2004年）

・ISO戦略2005年-2010年

・ISO とCENとの間の技術協力に関する協定（1991年及び2004年）

3) IEC資料：ホームページ（www.iec.ch/ ），ほか
・新業務及び平行投票の共同立案に関するIEC/CENELEC協定書（1996年）

・IEC規格におけるessential differences in requirements の実施（2002年）

4) 経済産業省資料：ホームページ（www.meti.go.jp/），ほか
・標準化に関する最近の国際的な動向について，2004年12月8日

・ WTO/TBT協定 第2回「３年見直し」結果について

5) JISC資料：ホームページ（www.jisc.go.jp/ ）

6) 日本規格協会：ホームページ（www.jsa.or.jp/），ほか

・http://www.jsa.or.jp/itn/itn08.asp

・JISハンドブック，国際標準化 2005

参考資料 ・・・・・ 第18章 規格の国際市場性


